
原子力分野の人材育成について 

 

平 成 １ ８ 年 ８ 月 

原 子 力 政 策 課 

１．学部及び大学院の現状 

（１）原子力関係の学部・大学院の現状 

○ 近年、原子力分野においては、原子力産業の低迷や職業・研究対

象としての魅力が乏しいとのイメージから、進学・就職を希望す

る学生は減少傾向。 

 

○ これを背景に、近年の学部及び大学院の改組・大括り化の動きの

中で、従来の原子力学科・専攻は、他学科・専攻との統合や名称

変更により、エネルギーや環境等より広い分野を扱う学科・専攻

の一部へと改組され、平成７年度の７学科から、平成１７年度の

１学科に減少。一方、原子力が教育課程に含まれる学生数でみれ

ば、昭和５０年代前半よりほぼ横ばいであるものの、原子力の体

系的な専門教育のレベルは一般に低下。 

 

○ また、主に原子力分野の不人気により、大学内での原子力分野の

相対的地位が低下し、予算配分が減少。これに伴い、重要な専門

教育カリキュラムであるとともに原子力の研究や職業としての実

態や魅力を知る上で有効なインターンシップや現場教育、施設の

維持が実施困難となっている状況。 

 

（２）原子力を支える基盤的技術分野の大学・大学院の状況 

○ 原子力プラントの開発・建設・運営には、原子力工学のみならず、

機械・電気・材料・化学等多くの基盤的技術分野の知見が不可欠。 

 

○ 技術的議論（安全規制の議論等）や、事業者における想定外の技

術的問題（トラブル対応等）への対応においては、溶接、腐食、

流体等幅広い基盤的技術分野の大学研究者の参画を必要としてい

るところ。 

 

○ しかしながら、こうした基盤的分野は、原子力にとって致命的に

重要であるにもかかわらず、極めて地味なことから、近年の大学

法人化や競争的資金への依存の高まりに伴い、ＩＴ、ナノテク等

の先端分野へ研究者が移行。このため、基盤的分野の研究者の厚

みの低下や大学における知見蓄積の希薄化が懸念されている状況。

（例：溶接工学、タービン工学の講座は既に消滅。また、材料分

野でも腐食分析は衰退し、ナノテク関係にシフトする傾向。） 



２．「原子力人材育成プログラム」の構築（平成１９年度新規要求） 

 

以上の状況を踏まえ、大学・大学院等における原子力の人材育成

の充実を図るため、学生に対し進路・職業としての原子力の魅力を

伝えるとともに、基盤的分野まで含めて、産業界のニーズに即した

カリキュラムや研究等の充実を図ることを主眼として、文部科学省

と連携しつつ「原子力人材育成プログラム」事業を平成１９年度新

規事業として要求予定。 

 なお、各大学・大学院等の特色や、学生の就職先として想定する

産業のニーズ、地域の近隣産業・研究施設等のポテンシャル等によ

り、人材育成のあり方は異なるため、提案公募方式により、事業趣

旨にふさわしい提案を採択。 

 

＜期 間＞ 平成１９～２１年度（３年間）  

＜19 年度要求額＞２．８億円  

＜スキーム＞ 大学・大学院・高専に対する委託 

       提案公募方式により採択先を決定 

 

＜実施内容（経済産業省分）＞ 

（１）大学・大学院における原子力教育支援プログラム 

 原子力を支える基盤技術分野まで含め、大学、大学院、高専にお

いて、産業界等の外部の人材育成ニーズやポテンシャルも取り込み

つつ、専攻や講座等の新設、既存専攻のカリキュラムの充実を図る

取組を支援。 

（事業のイメージ） 

・ 保全工学など新たな産業界のニーズを踏まえた実践的講義や、資格取得

に特化した講義等、新たなカリキュラムの実施に必要となる教材開発。 

・ 産業界や研究機関からの講師招聘。 

・ 研究機関等の施設を用いた実地教育。 

 

（２）原子力の基盤技術分野強化プログラム 

近年、研究活動や研究者の希薄化が懸念される、原子力を支える

基盤的技術分野（材料腐食、溶接、流体等）において、産業界の参

画・ニーズ提示のもと大学で行われる研究プロジェクトに対し、提

案公募方式により国が支援。 

これにより、大学において、材料の腐食特性データ等、原子力の

プラント開発や信頼性確保に欠かせない基盤的な知見の充実を図る

のみならず、産業界のニーズと大学の研究シーズのマッチングを通

じ、基盤的技術分野の研究活動の活性化や研究者の涵養にも資する。 

 



（３）チャレンジ原子力体感プログラム 

大学、大学院、高専の学生が原子力産業や研究現場の実態と魅力

を知る機会の充実を図るため、電気事業者やメーカー、研究機関な

どの施設（シミュレータ、実験炉等）や、海外機関のプログラム等

を活用したインターンシップ等の取組を支援。 

（事業のイメージ） 

・ 電気事業者・メーカーや研究機関が保有する研修施設等を活用した国内

インターンシップ。 

・ 海外の原子力施設や国際機関等における実習制度を活用した、海外イン

ターンシップ。 

・ 原子力の職業としての魅力やキャリアパスを学生に提供するため、産業

界や研究機関、行政機関等のトップクラスとの交流を実施。 

 

 



（参考）原子力関係学部・大学院の新設の動き 

○ 原子力にかかわる学部、大学院は、全体として厳しい状況にある

一方で、近年、原子力の研究開発拠点である福井県、茨城県等に

おいて、原子力教育の重要性が認識され、以下の原子力関係学部、

大学院が新設されている。 

 
①学部 

・ 福井工業大学（私立）原子力技術応用工学科 

（平成１７年度設立、学部２０名） 

原子力分野における、実務能力と工学倫理を備えた技術者の育成が目的。専門教育に

加え、地域と原子力発電所の関係等、人間とエネルギーの関係を考察する教育を実施。 

 

・ また、武蔵工業大学（私立）においても、原子力専門の学科の新設を予定。 

 

 

②大学院 

・ 福井大学大学院工学研究科独立専攻 原子力エネルギー安全工学専攻          

（平成１６年度設立、修士課程２７名、博士課程１２名） 

  原子力以外の学部の卒業生も対象とし、幅広い素養を持つ技術者の育成が目的。専

門教育に加え、原子力の安全や地域共生に関する教育を実施。 

 

・ 茨城大学大学院理工学研究科 応用粒子線科学専攻 

     （平成１６年度設立、修士課程２５名、博士課程９名） 

   中性子線をはじめとする放射線やレーザー等を利用して、タンパク質等の構造解析

とその応用を中心とした教育・研究を推進。Ｊ－ＰＡＲＣ（大強度陽子加速器研究施設、

（独）日本原子力研究開発機構にて現在建設中）等の近隣研究施設と連携。 

 

・ 東京大学大学院工学系研究科 原子力国際専攻 

      （平成１７年度設立、修士課程１７名、博士課程８名） 

   国際舞台で活躍できる、原子力分野の研究者の育成が目的。原子力のエネルギー利

用に加え、原子力と社会の関係を考える社会工学や、放射線等を活用した医学物理につ

いても教育・研究も実施。客員講座として（独）日本原子力研究開発機構が協力。 

    

・ 東京大学大学院工学系研究科 原子力専攻（専門職大学院、１年制） 

     （平成１７年度設立、定員２０名） 

   原子力分野の専門技術者の育成が目的。原子力分野での就業経験のある社会人を主

な対象とし、茨城県東海村において、理論教育及び原子炉運転実習を実施。客員講座と

して（独）日本原子力研究開発機構が協力。平成１７年度には、第１期生として１５名

（うち電力の現役社員が７名）に学位授与。 

 

（注）この他、核燃料サイクル施設が立地する青森県の八戸工業大学において、

平成１７年度より原子力のカリキュラムが設けられているところ。 

 

 


